
コミュニティ・スクール
の実態と校長の意識に

関する調査
―学校（校長）調査結果（速報）―

日本大学

佐藤晴雄

平成27年8月24日 初等中等教育分科会
地域とともにある学校作業部会 資料２

調査の実施概要
１．調査目的と内容

校長及び教育委員会のコミュニティ・スクールに対する意識を探ると共に、コミュニティ・スクールにおける学校運営協

議会の活動実態を、学校支援活動や学校評価等の法定外（権限外）活動にも注目しながら明らかにすることによって、学

校運営協議会の検証に迫り、そして新たなコミュニティ・スクールの在り方を探るための資料を得ることを目的とする。

調査では、コミュニティ・スクールの成果と課題、学校運営協議会の権限及び権限外活動(学校支援活動及び学校関係

者評価ほか)の実態、導入・指定をめぐる状況及び今後の展望等を取り上げた。

２．調査対象

(１)学校調査

①コミュニティ・スクール指定校(平成２６年４月現在)

1,919校(有効回収数／率 : １,５１２校／78.8％)

②コミュニティ・スクール未指定校(同上)

1,919校(指定校同数を抽出) (有効回収数／率 : １,６６２校／84.0％)

※このほか、未入力分もある(学校調査１２６校、教委調査５７カ所)。

(２)教育委員会調査

1,788カ所(悉皆) (有効回収数／率 : １,４６７カ所／82.0％)

有効回収数のうち、コミュニティ・スクール導入教委１８５カ所、未導入教委１,２８２カ所

３．調査方法

eメール発送と郵送回収による自記式アンケート調査

４．調査実施時期

２０１５年５月～６月
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Ｆ1.学校種別回答校数

コミュニティ・スクー

ルに指定されてい

る, 1512校, 48%

コミュニティ・スクー

ルではないが指定

の予定がある, 50
校, 1%

コミュニティ・スクー

ルでなく、指定の予

定もない, 1612校, 
51%

コミュニティ・スクールに指定されて

いる

コミュニティ・スクールではないが指

定の予定がある

コミュニティ・スクールでなく、指定の

予定もない

Ｆ３.学校種別回答校数
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6カ月未満, 12.4
6カ月以上～1年未満, 

45.0 1年以上～2年未満, 
28.2 2年～3年未満, 9.5

3年以上, 1.9

無回答, 2.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Ｆ４.CS指定のために要した準備期間

n=1,519

8.8

60.0

1.8

24.6

1.4

2.0

1.3

0 20 40 60 80

学校が希望して指定された

教育委員会からの働きかけによって指

定された

首長のマニフェスト等にとりあげられた

学校の希望と教育委員会の働きかけ

が一致して指定された

その他

わからない

無回答

Ｆ5.CS指定のきっかけ

n=1,519
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65.3

21.6

24.9

35.1

9.0

26.0

22.7

33.9

59.1

58.0

45.0

44.0

67.0

71.6

0 20 40 60 80 100

教職員は何事にもお互いに協力しながら取り組んでいる

教職員は地域の行事や会議に積極的に参加している

教職員は学校支援ボランティアの活用に積極的である

教職員の時間外勤務や休日出勤は多い方である

教職員はコミュニティ・スクールについて理解している

教職員は学校運営に積極的に関わろうとしている

学校の運営に地域や家庭の声が反映されている

とても当てはまる 少し当てはまる

Q1.学校や教職員の様子

n=3,174

28.2

8.2

35.2

40.5

20.8

18.6

66.1

46.7

47.6

36.8

36.5

61.8

57.8

0 20 40 60 80 100

児童生徒は学習活動に意欲的に取り組んでいる

児童生徒の学力は高い

児童生徒の問題行動は少ない

児童生徒の不登校は少ない

児童生徒の家庭学習の時間は長い

児童生徒は多様な体験活動に取り組んでいる

児童生徒は地域活動に積極的に参加している

とても当てはまる 少し当てはまる

※5未満は数値を表記せず

Q2.児童生徒の様子

n=3,174- 5 -



35.4

30.3

9.7

15.6

26.1

14.0

28.2

57.3

60.4

74.0

60.9

61.0

55.2

54.9

0 20 40 60 80 100

保護者は学校行事に積極的に参加している

保護者は学校の活動に積極的に協力している

保護者は学校の実態を十分把握している

保護者は学校支援活動を積極的に行っている

PTA活動は活発に行われている

保護者はコミュニティ・スクールについて理解している

保護者からの苦情は少ない方である

とても当てはまる 少し当てはまる

Q3.保護者の様子

n=3,174

18.3

25.8

6.1

20.2

20.9

36.8

57.7

59.2

60.4

54.0

55.5

23.1

52.1

0 20 40 60 80 100

地域住民は学校行事に積極的に参加している

地域住民は学校の活動に積極的に協力している

地域住民は学校の実態を十分把握している

地域住民による学校支援活動が活発に行われている

自治会や子供会などの地域活動が活発に行われている

地域住民はコミュニティ・スクールについて理解している

地域からの苦情は少ない方である

とても当てはまる 少し当てはまる

※5未満は数値を表記せず

Q4.地域住民の様子

n=3,174
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66.6

7.7

12.7

4.5

7.7

.8

0 20 40 60 80

ホームページを開設し、月１回以上更新している

ホームページを開設し、隔月程度更新している

ホームページを開設し、年数回程度更新している

ホームページを開設しているが、１年以上更新してい

ない

ホームページは開設していない

無回答

Q5.平成26年度の学校だより等の発行回数平均値

16.03

Q6.ホームページの公開状況
n=3,137

n=3,174

20.4

83.1

67.3

70.5

78.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

Q8-A.（平成２６年度間の学校支援活動の有無）教師のアシスタント

活動(プリントのまる付けや教材作成など)

Q8-B.（平成２６年度間の学校支援活動の有無）ゲストティーチャー

など学習指導そのものに関わる支援活動

Q8-C.（平成２６年度間の学校支援活動の有無）施設・設備の整理に

関する支援活動

Q8-D.（平成２６年度間の学校支援活動の有無）読み聞かせ活動

Q8-E.（平成２６年度間の学校支援活動の有無）登下校見守り隊(交
通安全ボランティア)

Q7.平成２６年度間に、学校支援ボランティアが活動
した延べ人数平均値

402.48

Q8.平成26年度に行われた学校支援活動

n=3,174

n=3,123
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CS指定校の傾向

15

9.1

2.9

77.4

7.7

3.0

0 20 40 60 80 100

現在、学校評議員が設置されている

現在、学校評議員類似制度(学校評議員制

度に代わるもの)が設置されている

学校運営協議会設置に伴い、学校評議員ま

たは類似制度を廃止した(評議員の実質的活

動を停止した場合も含む)

もともと設置されていない

無回答

Q9.学校評議員または類似制度の設置状況

n=1,519
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10.1

50.0

28.6

5.8

.6

4.9

0 20 40 60

学校評議員をそのまま学校運営協議会委員に移行させた

学校評議員を学校運営協議会委員とし、さらに新たな人材

も学校運営協議会委員に加えた

学校評議員のうち一部を学校運営協議会委員に移行させ

た

学校評議員とは別の人材を学校運営協議会委員に任命さ

せた

その他

無回答

SQ9-1.学校評議員から学校運営協議会への移行の形態
※Q9において、学校評議員または類似制度を廃止したと回答した学校のみ集計

n=1,175

SQ9-2.学校運営協議会と学校評議会等との関係
※Q9において、学校評議員または類似制度を廃止したと回答した学校のみ集計

1.6%

1.2%

14.2%

17.5%

19.8%

63.8%

10.8%

9.0%

45.6%

44.7%

46.8%

11.0%

41.3%

42.5%

13.6%

11.7%

8.4%

1.0%

22.0%

22.9%

2.1%

1.8%

0.8%

0.6%

24.4%

24.4%

24.4%

24.4%

24.2%

23.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校評議員等が廃止・停止されて、管理職の勤務負担が軽減した

学校評議員等が廃止・停止されて、教職員(管理職以外)の勤務負担が軽減した

学校運営協議会は学校評議員等よりも活発に意見を出してくれる

学校運営協議会委員は学校評議員等よりも当事者意識が高い

学校運営協議会の設置によって、学校支援活動や学校評価などの活動が積極的

に展開

学校運営協議会と学校評議員等を併設する必要はない

Q9-2 学校評議員廃止の効果等－指定校－

とても当てはまる 少し当てはまる あまり当てはまらない まったく当てはまらない 無回答

n=1,474
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13.8

24.4

3.0

3.5

51.9

3.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

文部科学省補助事業としての学校支援地域本部が設置されている

文部科学省補助事業以外の学校支援組織・仕組みが設置されてい

る

学校支援地域本部または文部科学省補助事業以外の組織が設置さ

れていたが、現在は廃止された

設置の予定がある(平成27年度も含む。文部科学省補助事業である

ことを問わない。)

もともと設置されておらず、今後も設置される予定もない

無回答

Q10 学校支援地域本部等の設置

Q10.設置予定年度平均値 27.37

n=1,519

n=41

22.2

44.5

1.0

19.5

3.6

3.4

5.7

0 10 20 30 40 50

学校が希望して設置された

教育委員会からの働きかけによって設置された

首長のマニフェスト等にとりあげられた

学校の希望と教育委員会の働きかけが一致して指定

された

その他

わからない

無回答

SQ10-1.学校支援本部設置のきっかけ

※Q10において、文部科学省補助事業としての学校支援地域本部が設置されているまたはそれ以

外の学校支援組織・仕組みが設置されていると回答した学校のみ集計（以下SQ10-7まで同じ）

n=580
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34.1

54.0

8.6

3.3

0 10 20 30 40 50 60

学校支援地域本部等を学校運営協議会の下部組織

(実働組織)等に位置づけている

下部組織ではないが、学校運営協議会と連携させて

いる

学校支援地域本部等と学校運営協議会は独立して活

動している

無回答

SQ10-2 学校支援地域本部等と学校運営

協議会の関係づけ

n=580

42.2

2.6

9.3

21.6

20.0

4.3

0 10 20 30 40 50

学校支援地域本部等の地域コーディネーターが学校運営協議

会のコーディネーターを兼ねている

学校運営協議会独自の非常勤職員コーディネーターが配置さ

れている

学校運営協議会独自のボランティアによるコーディネーターが

配置されている

教職員がコーディネーターを担っている

コーディネーターは配置されていない

無回答

SQ10-3 学校支援地域本部等と

学校運営協議会のコーディネーターについて

n=580
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27.2

30.3

10.5

28.6

3.3

0 5 10 15 20 25 30 35

「地域教育協議会」等の機能を学校運営協議会が担っている

「地域教育協議会」等と学校運営協議会は連携している

「地域教育協議会」等と学校運営協議会は独自に活動している

「地域教育協議会」等は設置されていない

無回答

SQ10-4 他の協議会と学校運営協議会等の

関係について

n=580

48.6

14.7

23.1

9.5

4.1

0 10 20 30 40 50 60

学校運営協議会の方針に基づいて、学校支援地域本

部等による支援活動が実施されている

学校運営協議会と学校支援地域本部等が協議した方

針に基づいて、支援活動が実施されている

学校運営協議会委員からの情報提供や助言を得てい

るが、学校支援地域本部等が主体的に方針等を決定

し、支援活動が実施されている

学校運営協議会とはまったく別に、学校支援地域本部

等による学校支援活動が実施されている

無回答

SQ10-5 学校運営協議会と学校支援地域本部

等の連携について

n=580
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63.8

32.2

4.0

0 10 20 30 40 50 60 70

学校運営協議会の役割の一つとして「学校支援」など

の文言が明記されている

特に明記されていない

無回答

SQ10-6 学校運営協議会設置規則等における

学校支援の位置づけ

n=580

29.1%

26.9%

26.4%

24.7%

23.1%

22.6%

18.8%

16.6%

15.2%

14.8%

14.7%

4.3%

2.6%

0.9%

0.7%

0.3%

57.4%

61.4%

56.0%

62.6%

59.7%

61.9%

60.0%

61.0%

63.1%

60.0%

59.3%

27.2%

21.4%

10.0%

13.6%
3.8%

8.8%

6.9%

13.1%

8.1%

12.2%

10.7%

16.4%

17.4%

16.9%

20.5%

21.4%

55.5%

62.4%

54.1%

52.6%

38.1%

0.5%

0.5%

0.2%

0.3%

0.3%

0.2%

0.5%

0.5%

0.3%

0.3%

0.5%

8.4%

8.4%

30.3%

28.4%

52.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

より特色ある学校づくりを展開することができた

学校運営協議会の意見等によって、学校のニーズにより的確に対応した支援を受け

た

学校支援組織の人材を確保しやすくなった

より持続可能な学校支援活動を受けることができた

学校支援活動が活性化した

より組織的かつ計画的に学校支援活動を受けることができた

学校運営協議会の活動自体が活性化した

学校運営協議会の意見等によって、保護者・地域のニーズにより的確に対応した支

援を受けた

学校運営のより確実なＰＤＣＡサイクルの確立につながった

保護者や地域住民等の学校運営への参画の機運が高まった

学校支援ボランティア等が教育目標などを共有することによって保護者・地域の当事

者意識が高まった

教職員が学校運営協議会のみならず、学校支援地域本部等にも関わることになって

負担が増えた

学校運営協議会委員の負担感が増した

学校支援活動がメインとなり、学校運営協議会の本来の活動が十分にできていない

未だ学校運営協議会と学校支援組織の意思疎通・情報共有が十分できていない

学校運営協議会と学校支援地域本部等との意見がかみ合わないことがあった

SQ10-7 学校運営協議会が学校支援に関わることによる成果と課題－指定校

－とても当てはまる 少し当てはまる あまり当てはまらない まったく当てはまらない 無回答

n=580
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Q11.現在、学校運営協議会の委員人数平均値

13.37

Q12.学校運営協議会の委員に含まれている教職員数(管理職を含
む)(担当者[事務局]ではなく 委員として)平均値

2.76

n=1,505

n=1,507

1.地域代表
49%

2.保護者代表
8%

3.学識経験者
33%

4.学校代表
3%

5.その他
7%

Q13.学校運営協議会の代表

5.その他

元PTA会長、公民館長、元自治大会、同窓会長、

保護司、代表なし、など
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Q14.学校運営協議会の主たる校内担当者

122

215

894

364

12

100

9

91

104

25

6

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000

校長・園長

副校長

教頭

主幹教諭

主任

教務主任

地域コーディネーター

地域連携担当

CS担当

学校運営協議会

生徒指導担当

Q15.（昨年度、開催された学校運営協議会の会議）定例会回数平
均値

4.97

Q15.（昨年度、開催された学校運営協議会の会議）臨時会等回数
平均値

0.4

Q15.（昨年度、開催された学校運営協議会の会議）専門部会等回
数平均値

2.24

n=1,502

n=1,032

n=1,067
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15.8

17.6

6.1

58.9

1.5

0 10 20 30 40 50 60 70

すべて公開されている

公開を原則とするが、内容によっては非公開である

非公開である

特に決めていない

無回答

Q16 会議は一般公開されているか

n=1,519

38.5%

68.0%

31.0%

4.7%

20.0%

7.6%

.3%

2.7%

8.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

1.ホームページ

2.学校便り・校長便り

3.学校運営協議会便り

4.学校運営協議会による報告会

5.PTA集会

6.地域懇談会

7.Ｅメール

8.その他

9.特に知らせていない

Q17 学校運営協議会の審議の結果の知らせ方

n=2,726
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15.3

15.9

45.2

22.4

1.3

0 10 20 30 40 50

議事録を作成し、公開している(部分的公開を含む)

議事概要に代えて、公開している

議事録を作成しているが、公開していない

議事録や議事概要は作成していない

無回答

Q18 学校運営協議会の議事録

n=1,519

※5未満は数値を表記せず n=1,519

34.2

60.7

36.1

31.6

68.5

6.6

39.8

10.5

25.8

18.8

42.7

34.8

48.8

50.1

26.7

18.6

6.1

11.0 

11.3

6.3

25.4

8.3

46.9

43.6

56.2

50.6

0 20 40 60 80 100 120

19-A 教育課程

19-B 学校行事

19-C 授業改善

19-D いじめ・暴力・不登校

19-E 学校評価

19-F 学校予算・決算

19-G 学校への寄附

19-H 校内人事

19-I 教職員定数

19-J 教職員評価

19-K 教職員の資質改善

19-L 教職員任用

19-M 地域人材の活用

19-N 注文・苦情の対応

19-O 地域・保護者の巻き込み方

19-P 施設・設備

Q19 学校運営協議会での議事の取り扱い

よく取り上げられる

少し取り上げられる

- 17 -



Q20. 昨年度（平成26年度間）、学校運営協議会に
おいて、学校が提示した教育方針や教育課程など
学校の運営に関する基本的な方針の承認状況

n=1,519

SQ20-1-A.～1-E.修正意見の内容
※修正があった場合のみ

76.5%

51.9%

11.1%

10.1%

6.3%

23.5%

48.1%

88.9%

89.9%

93.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

新たなアイデアが提示された

文章表現等の修正がなされた

情報不足が指摘された

基本方針自体の問題点が指摘された

事実の間違いが指摘された

Q20-1 修正意見の内容の有無－意見付きの場合－
あった なかった

n=134
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Q21.過去に、学校運営協議会が教育委員会に学校運営
に関する意見を申し出た件数（平均）

Q22.昨年度(平成26年度間)、学校運営協議会が教育委
員会に学校運営に関する意見を申し出た件数（平均）

0.15件

0.09件

n=1,486

n=1,283

Q23.学校運営に関して教育委員会や
校長に対して、申し出された意見

※5未満は数値を表記せず n=1,519
- 19 -



Q24.昨年度(平成26年度間)に、学校運営協議会によ
る教職員の任用(人事)に関する意見が任命権者に
対して出された回数

0.07回
n=1,502

SQ24-1. 意見申し出の件数 【平均】
※Q24.で意見が出されたと回答した学校から算出

- 20 -



Q24-2任用意見の内容一事例の一部－
※Q24.で意見が出されたと回答した学校から算出

• 臨採だった講師が本採となったので、そのまま本校にて、勤務させて欲しかった。

• 力のある臨任の残留 ・部活動の技術向上につながる教員の任用

• 部活存続のための顧問の配置 ・特別支援児童への支援員の配置を希望した。

• 特色ある教育活動の推進にむけた教職員の要望 ・都事務の留任を要望した。採用教員の指定

• 中学校に専科職員の配置を要望

• 地域委員の連携による学校づくり、マネジメント力を発揮する校長の留任を要望する。

• 男性職員を増やしてほしい。加配教員を希望する（学力向上のため）

• 専門性の高い知識と指導力のある特別支援教育コーディネーターの配置を希望した

• 専科（英語と理科）の加配の要望 ・吹奏楽部指導者の配置

• 職場の男女比についての要望 ・小中一貫教育を推進するための加配教員の配置

• 小さい学校（児童数16人）なので、事務、養護教諭がいないので、配置の希望。

• 初任者ではなく経験者を配置してほしい。部活動の専門の教員を配置してほしい。

• 授業推進の核となる職員の継続配置。事業補助員並びにコーディネーターの継続配置。学校生活アシスタン
ト等の配置増加。

• 主幹教諭の継続配置、ICT支援員の継続配置、生活指導員、学習支援員の配置

• 若い教職員の任用

• 自校の教職員の留任を要望。

• 校長再任用に関する留任要望 ・校長の残留要請

その他省略

SQ24-3.教職員の任用に関する意見の反映状況
※Q24.で意見が出されたと回答した学校から算出

n=94
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Q25.過去、学校運営協議会の意見によって実現した
具体的事項

※5未満は数値を表記せず

n=779

n=778

n=780

n=781

n=777

n=778

n=777

n=781

n=779

Q26.法定権限に基づく協議のほか、現在、学校運営
協議会で活動を直接行っているか

※5未満は数値を表記せず n=1,519
- 22 -



Q27.学校運営協議会で学校安全や非行防止等
に関わる問題に取り組んだ経験

※5未満は数値を表記せず n=1,519

SQ27-1.学校運営協議会で学校安全や非行防止等に 取り組むこ
とによって得られた成果
※Q27で、A～Gのいずれか１つでも「はい」と回答した学校のみ

※5未満は数値を表記せず n=1,155
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SQ27-2. 学校運営協議会で取り組んだ問題
※Q27で、A～Gのいずれか１つでも「はい」と回答した学校のみ

Q27-3. 学校運営協議会の安全・安心の取組例

• ・理事や委員の中に少年補導委員会や民生児童委員会の役員さんがおられるため、地域での児童、保護者
の状況はよく共有することができ、担任が関わる際の参考になることも多い。

• ・毎朝の登校時の見守り活動、運動会等の時の校門での見守り、不審者に対応した見守り活動などにより
安全に登下校することができている。

• ・本校では別に「いじめ防止対策委員会」があり、そういった問題は、その会で取り上げている。

• ・防犯活動としての地域見守り活動⇒交通事故等の防止、不審者対応に効果があった。

• ・防犯、いじめについて学校の実態等の把握がなされ、理解が深まった。

• ・防災避難訓練の実施…児童・保護者の防災に対する意識が高まった。

• ・放課後の児童の様子や地域の情報が、学校へ直接伝えられるので、対応案を検討できる。

• ・保護者アンケート等により、下校時の安全が心配であるという声があり、学校運営協議会としても取り組み
を考えていたところ「昼間馬主所在地域の安全を守る会」より、毎週金曜日の午後4時30分から青色パトロー
ルをしてくださることになった。団体とｓても学校支援の登録をしてくれている。

• ・不登校生徒に対して、学校運営協議会委員が、直接家庭訪問をするなど該当生徒やその保護者と直接か
かわり対応していただいている。

• ・不審者対策について協議した。その結果、自校の対策訓練の見直しを行うことができた。登下校中の安全
について協議した。その結果、危険地域を把握できた。

• ・非行防止について学校、保護者、地域とが問題を共有することができ、未然防止につながっている。

• ・犯罪防止プロジェクトにより、校区内の空巣等激減したと地域の市議会議員さんから別の会議で報告が
あった。

• ・当校が知り得ない地域での遊び方等の情報提供による児童への指導がしやすく、注意喚起や未然防止に
つながっている。

• ・下校を中心にした交通安全指導を見守り隊と協力して行っている。無事故記録が続いている。

• ・地域の情報と子どもの実態をよく知っていることで通学路の変更によいアドバイスをいただくことができた。
- 24 -



Q28.コミュニティ・スクールとしての状況

※5未満は数値を表記せず
n=1,519

Q29.コミュニティ・スクールの成果

※5未満は数値を表記せず n=1,519
- 25 -



Q30.コミュニティ・スクールの運営に関する満足度
※M～Oについては、学校運営協議会で「取り組んでいる」学校のみ

n=1,519
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CS未指定校の傾向

53

Q31.学校の現状

※5未満は数値を表記せず n=1,753
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Q32. コミュニティ・スクールをめぐる現況

91.6%

69.6%

64.2%

56.6%

51.2%

51.2%

40.4%

38.6%

31.5%

16.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校運営は順調である

教職員はコミュニティ・スクールに消極的である

校長・園長である自分に指定の意思がない

学校運営協議会委員の人材確保が難し

首長には制度導入の意向がない

教育委員会に制度導入の意向がない

地域住民は学校運営に参画しようとしていない

保護者は学校運営に参画しようとしていない

解決すべき教育課題は多くない

地域との連携が難しい

n=1,753

Q33.校長・園長としてコミュニティ・スクールの指定
を受けるため重要だと思うこと

※グラフ中の数値は回答数

n=1,753
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Q34. 校長・園長としてコミュニティ・ スクールの
指定を受けようとする意思

n=1,753

Q35. 学校関係者評価の実施方法・形態

n=1,753
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すべての学校についての傾向

59

Q36.学校運営協議会の権限の意義についての
校長・園長の考え
―A.基本方針の承認―

※グラフ中の数値は回答数

n=3,174
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Q36.学校運営協議会の権限の意義についての
校長・園長の考え
―B.校長への意見申し出―

※グラフ中の数値は回答数

n=3,174

Q36.学校運営協議会の権限の意義についての
校長・園長の考え
―C.教育委員会への意見申し出―

※グラフ中の数値は回答数

n=3,174
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Q36.学校運営協議会の権限の意義についての
校長・園長の考え
―D.教職員の任用意見申し出―

※グラフ中の数値は回答数

n=3,174

Q37.学校運営協議会に与えられている権限
のうち、特に大切だと考えるもの

※グラフ中の数値は回答数
n=3,174
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33.2%

56.0%

32.6%

33.2%

27.8%

18.0%

34.3%

31.0%

31.5%

24.0%

30.8%

31.0%

7.5%

2.0%

2.4%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

％

％

％

％

指
定

校
予

定
校

未
指

定
校

全
体

複数校まとめた学校運営協議会を設置できるようにする

校長一人配置の小中一貫教育校などの場合、複数まとめた学校運営協議会を設置できるようにする

現行通りに、単位学校に設置する

無回答

Q38.複数校をまとめて設置できるようにすることに
対する意識

n=3,174

単位学校ではなく複数校ま
とめた学校運営協議会を
設置できるようにすること
が望ましい

校長一人配置の小中一貫
教育校などの場合に限っ
て、複数まとめた学校運営
協議会を設置できるように
するのが望ましい

現行通りに、単位学
校に設置することが
望ましい

都道府県立 度数 5 3 3

割合 45.50% 27.30% 27.30%

区 度数 30 52 61

割合 21.00% 36.40% 42.70%

市 度数 864 794 784

割合 35.40% 32.50% 32.10%

町 度数 133 120 124

割合 35.30% 31.80% 32.90%

村 度数 23 14 12

割合 46.90% 28.60% 24.50%

合計 度数 1055 983 984

割合 34.90% 32.50% 32.60%

Q38.複数校をまとめて設置できるようにすること
に対する意識（自治体規模別の回答傾向）

n=3,174
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Q38.複数校をまとめて設置できるようにすること
に対する意識（学校規模別の回答傾向）

学級規模

単位学校ではなく複数
校まとめた学校運営協
議会を設置できるよう
にすることが望ましい

校長一人配置の小中
一貫教育校などの場合
に限って、複数まとめた
学校運営協議会を設置
できるようにするのが
望ましい

現行通りに、単位学校
に設置することが望ま
しい

1～５学級 度数 195 159 139

割合 37.50% 30.60% 26.70%

6～12学級 度数 508 438 466

割合 34.50% 29.70% 31.60%

13～18学級 度数 220 231 218

割合 31.20% 32.70% 30.90%

19～24学級 度数 98 110 109

割合 29.00% 32.50% 32.20%

25学級以上 度数 33 38 52

割合 25.80% 29.70% 40.60%

合計 度数 1054 976 984

割合 33.30% 30.80% 31.10%

n=3,174

Q39.コミュニティ・スクール導入に対する意識

n=3,174
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Q40.コミュニティ・スクールの拡充にとって重要な点

36.9

43.7

36.5

36.8

17.3

11.2

9.1

12.2

13.4

10.8

10.3

9.0

8.6

6.9

6.8

1.7

1.9

27.0

50.8

31.9

35.0

28.2

16.2

20.6

17.7

14.1

8.8

10.2

10.3

9.7

8.9

8.0

3.2

1.9

7.2

17.1

44.2

37.5

35.7

32.3

16.7

16.1

13.6

13.2

11.0

10.5

10.3

9.4

8.8

7.5

4.9

1.8

4.7

21.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

教育委員会が方針を明確にする

教育委員会が予算措置を図る

教育委員会が教職員を加配する

学校支援の機能の役割を明確にする

教育委員会による研修・啓発活動を充実させる

基本方針の承認について柔軟な運用を可能にする(規定の見直しを含む)

教職員の任用に関する意見申し出について柔軟な運用を可能にする(規…

教育委員会による先進事例を提示する

学校関係者評価の機能の役割を明確にする

実践者の派遣と継続的な助言を行う

学校ごとではなく複数校をまとめた学校運営協議会の設置を可能にする

類似制度から学校運営協議会への移行を支援する

教育委員会による指導・助言を充実させる

教育委員会に対する意見申し出について柔軟な運用を可能にする(規定…

校内研修を充実させる

その他

拡充する必要はない

無回答

指定校

未指定校(予定を含む)

全体

n=3,174
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コミュニティ・スクールの実態と
教育委員会の意識に関する調

査
―教育委員会調査結果（速報）―

常葉大学

仲田 康一
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Ｑ１ CSと他教育政策の導入状況の関
係

※5未満は数値を表記せず

69.3
86.4

82.1

60.3
43.5

47.7

58.8
38.1

43.3

90.5
78.0

81.1

15.8
14.2

14.6

9.5
11.8

11.2

24.6
45.7

40.5

24.9
47.5

41.9

6.7
20.3
16.9

21.2

6.1

10.6
6.5
7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

現在、実施している 検討中である 実施していない 過去に実施していた

学校評議員

学校支援
地域本部

小中一貫、
連携教育

学校関係者
評価

※5未満は数値を表記せず

N=179

543

722

179

540

719

177

535

712

179

536

715

Ｑ２ 学校評議員と学校運営協議会
【学校評議員を現在実施している自治体のみ】

※5未満は数値を表記せず

38.0

44.6

43.3

31.4

36.2

35.2

58.7

52.7

54.0

61.2

60.0

60.3

6.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

とても当てはまる 少し当てはまる

あまり当てはまらない 全く当てはまらない

学校評議員は
積極的に意見
を述べている

学校評議員は
保護者・地域の
意見を学校に
反映させている

N=121

457

578

121

458

579

- 37 -



48.1
44.5
45.7

28.3
27.2
27.5

41.6
40.8
41.1

14.3
14.2
14.2

47.2
51.1
49.9

63.2
61.8
62.3

51.5
43.7

46.2

56.2
51.3
52.9

8.5
10.5
9.9

5.0
12.7

10.2

29.5
32.7
31.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

とても当てはまる 少し当てはまる あまり当てはまらない 全く当てはまらない

Ｑ２ 学校支援地域本部と学校運営協議会
【学校支援地域本部を現在実施している自治体のみ】

学校支援地域本部等
は学校のニーズに応じ
ている

学校支援地域本部等
は保護者・地域のニー
ズに応じている

地域コーディネーター
は効果的に機能してい
る

学校支援ボランティア
の人材は十分に確保
できている

※5未満は数値を表記せず

N=106

229

335

106

228

334

101

213

314

105

226

331

44.4

44.7

44.6

37.2

39.4

38.8

54.4

54.0

54.1

58.3

58.1

58.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

とても当てはまる 少し当てはまる

あまり当てはまらない まったく当てはまらない

Ｑ２ 教職員の意識、学校関係者評価と
学校運営協議会

教職員は保護
者・地域の意向
の反映に努め
ている

★学校関係者
評価は効果的
に行われてい
る

※★は学校関係者評価を現在実施している自治体のみ
※5未満は数値を表記せず

N=169

515

684

156

401

557
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Ｑ３ CSに対する各主体の関心度

※5未満は数値を表記せず

32.4

13.9
27.1

11.1
76.0

15.6
33.6

59.8
7.5

23.8
59.8

7.9
23.8

45.7
5.2

18.2
21.6

8.2
11.9

49.3
22.1

31.4
45.1

19.0
27.9

21.6

25.6
33.1

24.2
27.0

35.1
25.7

28.6
39.0

19.4
25.7

45.3
11.7

23.3
43.7

6.3
19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

首長

議会

教育長

教育委員会会議

教育委員会
事務局職員

校長会・園長会

PTA連合会

自治会・町内会

積極的である まあまあ積極的である

N=148
285
433
144
279
423
171
404
575
169
372
541
174
393
567
164
346
510
139
265
404
135
255
390

Ｑ４－Ａ 学校運営協議会の三権限への認識
（「どの権限が大切と考えるか」 1位･2位･3位の順に回答）

※5未満は数値を表記せず

63.3

55.9

57.7

33.1

40.3

38.5

36.2

42.8

41.2

62.9

55.4

57.3

95.3

94.0

94.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

指定あり

指定なし

全体

第
1位

第
2位

第
3位

校長が作成した基本的な方針（教育課程等）を承認すること

学校運営に関して校長や教育委員会に意見を述べること

教職員の採用等の任用に関して意見を述べること

N=177

544

721

175

534

709

169

517

686

- 39 -



51

62

7

13

8

7

7

7

21

8

35

21

19

13

11

10

9

10

5

5

27

20

8

15

16

12

10

6

9

11

9

6

10

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

国が予算措置を図る

教育委員会が方針を明確にする

学校支援の機能の役割を明確化にする

教育委員会による研修・啓発活動を充実させる

学校評議員制度や類似制度から学校運営協議会への移行を支援する

教育委員会が教職員を加配する

学校ごとではなく複数校をまとめた学校運営協議会の設置を可能にする

教職員の任用に関する意見申し出について柔軟な運用を可能にする(規…

基本方針の承認について柔軟な運用を可能にする(規定の見直しを含む)

教育委員会が先進事例を提示する

実践者の派遣と継続的な助言を行う

教育委員会による指導・助言を充実させる

教育委員会に対する意見申し出について柔軟な運用を可能にする(規定…

学校関係者評価の機能の役割を明確にする

その他

拡充する必要はない

Ｑ４－Ｂ CSを拡充していくために重要なこと
（1位･2位・3位それぞれ複数回答）【指定あり自治
体】 第1位の回答 第2位 第3位

※グラフ中の数値は回答数
※5未満は数値を表記せず

Ｑ４－Ｂ CSを拡充していくために重要なこと
（1位･2位・3位それぞれ複数回答）【指定なし自治
体】

※グラフ中の数値は回答数
※5未満は数値を表記せず

第1位の回答 第2位 第3位

114

53

112

42

32

40

14

7

7

46

18

14

7

12

64

56

38

66

54

32

33

19

29

3

27

19

12

13

8

55

69

16

52

33

35

26

47

26

11

14

17

20

13

10

0 50 100 150 200

国が予算措置を図る

学校評議員制度や類似制度から学校運営協議会への移行を支援する

教育委員会が方針を明確にする

学校支援の機能の役割を明確化にする

基本方針の承認について柔軟な運用を可能にする(規定の見直しを含む)

教職員の任用に関する意見申し出について柔軟な運用を可能にする(規…

教育委員会が教職員を加配する

学校ごとではなく複数校をまとめた学校運営協議会の設置を可能にする

教育委員会に対する意見申し出について柔軟な運用を可能にする(規定…

拡充する必要はない

教育委員会による研修・啓発活動を充実させる

学校関係者評価の機能の役割を明確にする

実践者の派遣と継続的な助言を行う

教育委員会による指導・助言を充実させる

教育委員会が先進事例を提示する

その他- 40 -



Ｑ４－Ｃ 今後、CSを多くの公立学校で導入す
る

ことについての意見

42.0

7.6

16.4

45.7

66.9

61.5

11.7

21.1

18.7

0.6

4.4

3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

指定あり

指定なし

全体

全国的に、多くの学校で導入される方がよい
教育委員会の判断にゆだねて導入すればよい
希望する学校で導入すればよい
わからない

N=162

474

636

- 41 -



CS指定あり自治体の傾
向

Ｑ５ CS指定の理由

※グラフ中の数値は回答数

145

125

121

80

59

52

52

36

34

30

21

13

10

12

8

8

1

0 20 40 60 80 100 120 140

学校を中心としたｺﾐｭﾆﾃｨづくりに有効だと考えたから

学校支援活動の活性化に有効と考えたから

学校改善に有効と考えたから

教職員の意識改革に有効と考えたから

学校評価の充実に有効と考えたから

教育課程の改善･充実に有効と考えたから

生徒指導上の課題解決に有効だと考えたから

(市区町村の場合)都道府県教委から促されたから

校長･園長(学校･幼稚園)からの要望があったから

先に学校支援地域本部等に取り組み､その実績でCSに発展できる…

学校統廃合に伴う教育の活性化に有効だと考えたから

震災等､災害発生時の学校対応力向上に有効だと考えたから

住民からの要望があったから

文部科学省から促されたから

首長のﾏﾆﾌｪｽﾄや政策方針などに明記されていたから

近隣の自治体で導入があったから

議会からの要望があったから
- 42 -



Ｑ６ 教育委員会における
コミュニティ・スクールの推進目標

50.3 22.6 27.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育委員会にコミュニティ・スクールの

推進目標がある

ある 現在はないが検討中である ない N=177

Ｑ７ 学校運営協議会に専門部会・専門委員会等の
下部組織を設置する規程

18.3 81.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校運営協議会に専門部会･専門委員会等

の下部組織を設置することに関する規程が

ある

ある ない

「下部組織」の例
・「企画推進委員会」 ・「専門委員会」 ・「評価部、支援部、広報部」
・「学力向上部会、体力向上部会、心の教育部会」 ・「各学校によって名称を決めている」
・「学習支援、環境整備支援、安全・安心支援」 ・「地域活動、学習支援」
・「学び部会、チャレンジ部会、地域環境部会」
・「協議会ごとに違いがあるが、地域連携部、学習支援部、環境美化部などがある」
・「地域コーディネート部、学校支援部、広報部」
・「心の教育部会、学力向上部会、体力向上部会」
・「食育部会、栽培環境部会、学習支援部会、読書支援部会」

N=175
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90.3

79.5

89.2

48.6

3.4

11.4

9.7

17.0

10.8

40.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

校長の基本的な方針の承認

学校運営に関する教育委員会への意見申し出

学校運営に関する校長への意見申し出

職員の任用に関する任命権者への意見申し出

ある あるが条件付き ない

Q８ 学校運営協議会の三権限に関する
教育委員会規則の規程の有無

「条件」の例
・教育委員会に対し意見を述べるときは、あらかじめ、校長の意見を聴取する。（他に
同趣旨のもの9件）

・教育委員会を経由して県教育委員会に意見を述べるものとする。（他に同趣旨のもの6件）

・教育委員会に対する意見は校長を通じて申し出る。
・教職員の不利益にならないこと。 ・分限及び懲戒に関する事項を除く。
・校長を通じて任命権者へ意見を申し出ることとしている。

N=176

176

176

175

Q９ 学校支援地域本部等とCSの関連づけ
【指定あり＆学校支援地域本部実施の自治体】

「その他」の例
・市全体としての学校支援地域本部が支援している考え方
・各事業の目的に共通する部分について関係づけ

29.0 63.6 7.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育委員会の方針として、学校支援地域本部等と

コミュニティ・スクールを関連づけている

関係づけていない 一体的な運営を推進している その他 N=107
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Q１０ 小・中一貫教育とCSの関連づけ
【指定あり＆小・中一貫教育実施の自治体】

※「その他」の具体的記述はなかった

62.9 11.4 25.7 17.1 31.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育委員会の方針として、小中一貫

教育とコミュニティ・スクールを関連づ

けている

関係づけていない

中学校区単位に学校運営協議会の上部委員会を設置している

小中全校で合同会議を実施することにしている(単位校毎に会議を行わない)

それぞれの学校の学校運営協議会の委員(一部又は全部)を兼務している

その他

N=104

Q１１-１２ 地域活性化、統廃合後のコミュニティづくり
のためのCSの活用

65.9 34.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域活性化のために

コミュニティ・スクールを活用している

活用している 活用していない

14.7 48.0 37.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

統廃合後のコミュニティづくりのために

コミュニティ・スクールを活用している

活用している 活用していない 統廃合はない

N=176

N=177
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Q１３ CSに対して教育委員会が行っているサポート
（「あり」と回答した自治体数）

※グラフ中の数値は回答数

154 

153 

133 

92 

48 

16 

0 20 40 60 80 100 120 140 160

コミュニティ・スクール設置のための予算措置（国の

補助事業を含む）

教育委員会事務局職員による定期的なアドバイス

他の指定校に関する情報提供

関係者のための研修の定期的な実施

コミュニティ・スクールのコーディネーター配置

教職員の加配措置（教育委員会独自の実施）

Q１４ 教育委員会に対する学校運営に関する
意見申し出

※5未満は数値を表記せず

13.6

10.7

5.1

5.6

7.9

5.7

32.4

31.1

23.2

22.0

13.6

10.8

11.4

20.5

18.1

23.7

21.5

14.1

20.5

10.2

12.5

33.5

40.1

48.0

50.8

64.4

67.6

72.7

85.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

施設・設備に関すること

地域人材の活用に関すること

生徒指導に関すること

新たな教育活動に関すること

教職員数（非常勤を含む）の増員に関すること

教育課程の改善に関すること

教職員の人事に関すること

校務分掌に関すること

多くあった 少しあった あまりなかった まったくなかった

N=176

177

177

177

177

176

176

176
- 46 -



22

18

8

8

5

4

3

0 5 10 15 20 25

教職員加配を要望

教職員に関する一般的要望

自校の特定の教職員の留任を要望

管理職の留任を要望

他校(同一市区町村内)の特定の教職員を要望

他校(他の市区町村)の特定の教職員を要望

特定の教職員の転入を要望

Q１５－１ 任用に関する意見申し出
（平成26年度間に、申し出が１件以上あった自治体数）

具体例
・管理職の同時転勤を避ける ・生涯学習課勤務経験のある教頭の自校昇任
・就学援助加配事務職員の任期満了（年度途中）に伴う市単費事務職員の措置要望
・特別支援教育等の支援員の充実 ・養護教諭や事務職員の配置
・複数免許及び、他校種免許保有者希望 ・子どもと家族を伴う教員の配置を希望
・免許外担当教員の解消 ・数年先を見越した異動 ・年齢男女比に配慮した教員の配置
・地域スポーツ振興の観点で、熱意あふれる教員の配置

(特定部活動の指導者や若い教職員の配置など)

※グラフ中の数値は回答数

Q１５－２ 任用に関する意見申し出の反映状況

20.6 35.3 14.7 29.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

任用(人事)に関する意見が反映されな

かったことはありましたか

ほとんど反映された 反映された方が多かった

反映されない方が多かった ほとんど反映されなかった

N=34
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Q１５－３ 任用に関する意見の件数の平均
値

任用意見のあった学校数 任用意見のあった件数

平成24年度間

小学校 0.88校 2.49件

中学校 0.60校 1.75件

その他 0.00校 0.00件

平成25年度間

小学校 0.70校 1.71件

中学校 0.42校 1.65件

その他 0.00校 0.00件

平成26年度間

小学校 1.08校 2.73件

中学校 0.70校 2.17件

その他 0.06校 0.07件

各自治体における任用に関する意見があった学校数・件数についての回答を加算し、
自治体数で除したもの

Q１６ CS導入に際して教育委員会として行った準備

46.2

43.9

39.5

32.2

23.3

15.5

8.2

26.6

19.1

20.9

15.5

16.9

7.5

5.9

13.9

11.6

14.0

12.6

15.1

15.5

9.4

13.3

25.4

25.6

39.7

44.8

61.5

76.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

校長会・園長会に諮った

各校に準備委員会を設置した

有識者等による研修会を実施した

検討委員会を教育委員会に設置した

先に学校支援地域本部等に取り組んで実績

を作った

自治体レベルで立ち上げのフォーラム等を

開催した

市民に対して関係するアンケート調査を実

施した

積極的に行った まあまあ積極的に行った あまり行わなかった まったく行わなかった

N=173

172

173

173

172

174

172

174

170
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Q１７ CS導入による成果

59.5
61.4

38.1
50.0

40.1
44.0

31.3
29.5

25.3
26.1
27.1

21.8
21.0
20.4
19.9

12.3
15.4

17.8
10.5

7.4
7.9

39.3
36.1

57.5
45.1

53.7
48.8

60.6

64.3
63.1
61.9

64.1
63.7

63.8
64.1

67.7
63.5
57.9

63.2
63.5

56.3
49.7

43.0
41.0

6.0
7.5
7.2

9.7
9.6

8.4
14.1

14.6
14.5
15.4

19.4
20.5

23.0
25.0

25.0
33.8

46.2
33.8

48.6
19.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校と地域が情報を共有するようになった

地域が学校に協力的になった

学校が活性化した

特色ある学校づくりが進んだ

保護者・地域による学校支援活動が活発になった

地域と連携した取組が組織的に行えるようになった

子供の安全・安心な環境が確保された

学校に対する保護者や地域の理解が深まった

管理職の異動があっても継続的な学校運営がなされた

保護者が学校に協力的になった

学校関係者評価が効果的に行うるようになった

校長・園長のリーダーシップが向上した

教職員の意識改革が進んだ

地域の教育力が上がった

学校の組織力が向上した

教育課程の改善・充実が図られた

児童生徒の学習意欲が高まった

地域が活性化した

保護者や地域からの苦情が減った

いじめ・不登校・暴力など生徒指導の課題が解決した

児童生徒の学力が向上した

家庭の教育力が向上した

適切な教職員人事がなされた

教職員が子どもと向き合う時間が増えた

とても当てはまる 少し当てはまる あまり当てはまらない まったく当てはまらない

※5未満は数値を表記せず

N=168
166
160
164
162
166
160
166
154
157
155
156
157
152
156
155
156
152
152
148
151
143
142
144

Q１８ CSに対する満足度

※★は、行っている場合のみ回答
※5未満は数値を表記せず

53.5

23.3

15.8

28.1

21.8

19.6

31.8

38.5

25.9

18.8

9.7

5.0

11.3

10.4

6.0

43.6

71.5

78.9

66.2

71.2

72.0

60.6

53.4

61.8

67.6

70.9

65.0

57.1

55.2

57.3

5.2

5.3

5.8

7.1

8.3

7.6

8.1

12.4

13.5

19.4

30.0

30.4

31.2

31.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学校運営協議会委員の協力姿勢

学校運営協議会の会議運営

コミュニティ・スクール制度全般

★学校運営協議会による学校評価の成果

教育委員会のサポート体制

基本方針に対する承認行為の手続き

学校運営協議会による保護者・地域の協力体制づくり

★学校運営協議会による学校支援活動の活発さ

学校運営協議会による情報提供の積極性

学校運営協議会の議事内容の在り方

校長への意見申し出の積極性（意見内容も含めて）

教育委員会への意見申し出の積極性（意見内容も含めて）

教職員の学校運営協議会活動に対する積極性

★学校運営協議会による保護者・地域の苦情等の対応

教職員の任用意見申し出の積極性（意見内容も含めて）

とても満足している まあ満足している 少し不満である とても不満である

N=172

172

171

139

170

168

170

148

170

170

165

160

168

125

150
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CS指定なし自治体の傾
向

Q１９ 所管学校の様子
（全体的な様子についてこの2～3年間の変化）

27.7
34.3

38.9
21.8
20.6

18.6
21.7

16.2
14.2

22.7
13.7

18.4
11.8

18.7
17.8
17.9
16.8

11.4
13.3

6.9
6.3

16.8
5.2

69.4
62.4

57.2
74.4

72.4
74.4
70.6

76.3
67.2

75.4
66.9

73.3
65.8

65.8
65.0

64.9
67.5

60.1
62.6

59.3
41.6

40.1
40.5

6.9
6.9
7.6
8.3
9.4
9.9

10.8
14.0
14.8
15.3

15.8
16.9

17.7
20.9

25.6
29.9

33.8
41.6

50.9
56.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

子供の安全・安心な環境が確保されている

特色ある学校づくりが進んでいる

地域が学校に協力的になっている

教育課程の改善・充実が図られている

校長・園長のリーダーシップが向上している

学校が活性化している

保護者が学校に協力的になっている

学校の組織力が向上している

児童生徒の学習意欲が高まっている

学校と地域が情報を共有するようになっている

学校に対する保護者や地域の理解が深まっている

学校関係者評価が効果的に行えるようになっている

教職員の意識改革が進んでいる

保護者・地域による学校支援活動が活発になっている

適切な教職員人事がなされている

地域と連携した取組が組織的に行えるようになっている

いじめ・不登校・暴力など生徒指導の課題が解決している

児童生徒の学力が向上している

保護者や地域からの苦情が減っている

地域の教育力が上がっている

地域(校区全般)が活性化している

管理職の異動があっても継続的な学校運営がなされている

教職員が子どもと向き合う時間が増えている

家庭の教育力が向上している

とても当てはまる 少し当てはまる あまり当てはまらない まったく当てはまらない

※5未満は数値を表記せず

N=1229
1229
1228
1231
1219
1218
1224
1216
1223
1218
1213
1201
1215
1215
1207
1209
1228
1218
1194
1195
1184
1958
1210
1187- 50 -



Q２０ CS指定を行っていない理由（全体）
（1位･2位・3位それぞれ複数回答）

※グラフ中の数値は回答数
※5未満は数値を表記せず

第1位の回答 第2位 第3位

376

485

63

57

64

19

39

28

21

19

17

10

11

9

302

162

228

82

104

59

48

31

23

32

38

26

15

9

7

5

98

73

210

167

70

85

53

46

49

40

31

38

33

10

8

8

0 100 200 300 400 500 600 700 800

学校評議員制度や類似制度があるから

地域連携がうまく行われているから

すでに保護者や地域の意見が反映されているから

コミュニティ・スクールの成果が明確でないから

学校支援地域本部等が設置されているから

管理職や教職員の負担が大きくなるから

学校運営協議会委員の人材がいなから

学校運営は学校に任せた方がよいから

任命権者の人事権が制約されるから

運営費や謝金等の予算がないから

任用に関する意見申出がなされるから

特定の委員の発言で学校運営が混乱するから

形骸化するようになるから

学校教職員の理解が得られないから

保護者や地域の協力が得られないから

教育上の学校間格差が生じるから

(市区町村の場合)都道府県教育委員会の理解が得られないから

Q２０ CS指定を行っていない理由
（自治体規模別クロス）（パーセンテージ）

町村
（N=642）

その他の市
（N=543）

中核市
（N=34）

政令市・特
別区（N=27）

学校評議員制度や類似制度があるから 57.3 66.3 79.4 77.8
地域連携がうまく行われているから 60.1 56.9 38.2 44.4
すでに保護者や地域の意見が反映されているから 42.8 37.2 38.2 40.7
コミュニティ・スクールの成果が明確でないから 26.2 23.0 23.5 18.5
学校支援地域本部等が設置されているから 17.1 20.6 20.6 33.3
管理職や教職員の負担が大きくなるから 14.0 11.6 14.7 18.5
学校運営協議会委員の人材がいないから 14.6 7.6 11.8 3.7
学校運営は学校に任せた方がよいから 11.2 5.5 5.9 3.7
任命権者の人事権が制約されるから 5.8 9.0 8.8 14.8
運営費や謝金等の予算がないから 5.6 9.6 5.9 3.7
任用に関する意見申出がなされるから 4.0 9.8 5.9 18.5
特定の委員の発言で学校運営が混乱するから 4.8 7.4 2.9 7.4
形骸化するようになるから 7.2 2.2 2.9 0.0
学校教職員の理解が得られないから 3.0 1.7 0.0 0.0
保護者や地域の協力が得られないから 1.6 1.7 0.0 0.0
教育上の学校間格差が生じるから 0.5 2.0 0.0 0.0
都道府県教育委員会の理解が得られないから 0.5 0.4 0.0 0.0

5ポイント以上差があった項目については、最高値を赤、最低値を青で網掛けした
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Q２１ コミュニティ・スクール指定の予定の有無

※グラフ中の数値は回答数

2.7 3.0

23.7 70.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

コミュニティ・スクール制度

導入の予定

ある

検討委員会などを設置し、具体的な検討段階にある

具体化していないが、前向きに検討しようとしている

現段階ではない

N=1039
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Q２２ CS指定を行うために重要だと思うこと（全体）
（1位･2位・3位それぞれ複数回答）

※グラフ中の数値は回答数
※5未満は数値を表記せず

第1位の回答 第2位 第3位

276

155

184

97

102

71

82

42

13

38

83

24

23

8

36

171

187

221

112

88

61

73

40

92

44

18

25

43

10

6

124

172

97

133

91

87

61

67

41

60

29

66

28

50

8

0 100 200 300 400 500 600

コミュニティ・スクール予算が確保されること

コミュニティ・スクール担当コーディネーターが配置されること

教職員の加配措置がなされること

教職員の任用に関する意見申し出について柔軟な運用を可能にすること…

学校支援の機能の役割の明確化を図ること

学校評議員制度から移行するよう国が明確に示すこと

基本方針の承認について柔軟な運用を可能にすること(規定の見直し含む)

学校支援地域本部等との一体的推進を図ること

教育委員会に対する意見申し出について柔軟な運用を可能にすること(規…

類似制度から学校運営協議会への移行を支援すること

(市区町村の場合)都道府県教育委員会からの働きかけがあること

学校ごとではなく複数校をまとめた学校運営協議会の設置を可能とすること

学校関係者評価の機能の役割の明確化を図ること

実践者の派遣と継続的な助言を得ることができること

その他

Q２２ CS指定を行うために重要だと思うこと
（自治体規模別クロス）（パーセンテージ）

5ポイント以上差があった項目については、最高値を赤、最低値を青で網掛けした

町村
（N=642）

その他の
市（N=543）

中核市
（N=34）

政令市・特別
区（N=27）

コミュニティ・スクール予算が確保されること 41.7 51.7 38.2 33.3
コミュニティ・スクール担当コーディネーターが配置されること 42.8 40.9 26.5 29.6
教職員の加配措置がなされること 42.2 40.1 26.5 14.8
教職員の任用に関する意見申し出について柔軟な運用を可
能にすること(規定の見直し含む) 21.8 32.4 32.4 55.6

学校支援の機能の役割の明確化を図ること 22.4 24.1 11.8 7.4
学校評議員制度から移行するよう国が明確に示すこと 19.5 14.9 26.5 14.8
基本方針の承認について柔軟な運用を可能にすること(規定
の見直し含む) 15.7 18.4 26.5 22.2

学校支援地域本部等との一体的推進を図ること 12.9 10.1 20.6 14.8
教育委員会に対する意見申し出について柔軟な運用を可能
にすること(規定の見直し含む) 10.7 12.2 11.8 25.9

類似制度から学校運営協議会への移行を支援すること 10.9 11.8 8.8 18.5
都道府県教育委員会からの働きかけがあること 11.4 10.1 2.9 3.7
学校ごとではなく複数校をまとめた学校運営協議会の設置を
可能とすること

10.7 7.9 8.8 0.0

学校関係者評価の機能の役割の明確化を図ること 8.7 6.1 11.8 3.7
実践者の派遣と継続的な助言を得ることができること 6.4 3.9 14.7 3.7- 53 -


